墓地管理使用規定

（目的）

第１条　この規定は、　　　　　　　　（以下「墓地」という）の管理、使用に関する基準を定め、その管理、使用の適正を図ることを目的とする。

（用語の定義）

第2条 この規定で「墓所」とは、墳墓を設けるために区画された土地の一区画をいう。

　　２　この規定で「墳墓」とは、焼骨（または遺骨）を包蔵しもしくはそれを目的とする施設、墓碑石またはその付属物をいう。

（管理者）

第３条　墓地は宗教法人　　　　　　　の住職が管理する．

（墓所使用の目的）

第４条　墓所は、墳墓の用に供する目的以外に使用することはできない。

（墓所使用者の資格）

第５条　墓所は、原則として　　　　　　　　の檀信徒とし、管理者の承諾に基づき使用することができる。

（墓所使用の申し込みと承諾）

第6条 墓所の使用を希望する者は管理者の承諾を得なければならない。

（墓所使用料）

第７条　前条により墓所使用の承諾を得た者は、別に定める墓所使用料を所定の期間に納入しなければならない。

（墓所使用承諾証）

第８条　墓所使用申込者は、墓地管理者の承諾を得た場合に墓所使用権者となり管理者より「墓所使用承諾証」の交付を受ける。

（管理両）

第９条　墓所使用申込者は、第７条の使用料のほかに墓所の維持管理上必要な経費として別に定める管理料を、毎年維持費として納付しなければならない。なお、維持費が物価の変動等により不相当になったときは管理料を改定することができる。

（墓所使用権の承継）

第１０条　墓所使用権者が死亡した時は、民法第８９７条の規定に従って祖先の祭　を主宰すべき者がその地位を承継する。

　　２　墓所使用権者が、その権利を譲渡しまたは墓所を転貸するときはあらかじめ管理者の承諾を得なければならない。

　　３　前２項の場合には承継者は承継の事実を証する書面をもって管理者に遅滞なくその旨を申し出なければならない．

（墓所使用権者の義務）

第１１条　墓所使用権者は次の各号に定めるところに従って墓所を使用しなければならない。

　　①　墓所に焼骨（または遺骨）の埋蔵をしようとするときは、あらかじめ管理者に対し法令に基づく埋火葬許可証または改葬許可証を提出しなければならない。

　　②　墓所使用権者は、「墓所使用承諾証」に定められた墓所を使用し（その墓所を自己の費用で他人の墓所と区分し）墳墓を設置し、かつ墓所としての美観を維持しなければならない。

　　③　墳墓の設置およびその変更、改造、移転についてはあらかじめ管理者の承諾を受けなければならない。

　　④　墓地使用権者がその住所を変更したときは、遅滞なく新住所を管理者に届け出なければならない。

（墓所使用契約の解除）

第１２条　墓所使用権者が次の各号の一つに該当する場合には、管理者は墓所使用権者に対し、民法第９７条の２に定める方法に従ってその使用契約を解除することができる。

　　①　墓所使用権者が死亡した日から起算して１０年を経過しても祭　を承継する者が判明しないとき。

　　②　墓所使用権者が住所不明となって１０年を経過したとき。

　　③　墓所使用権者が墓所を第４条以外の目的に使用したとき。

　　④　墓所使用権者が第１０条第２項に違反したとき。

　　⑤　その他，墓地使用権者がこの規定に違反し、墓所使用権者としての適格を失ったと考えられるとき。

　　２　前項により墓所使用契約を解除されたときは、墓所使用権者は直ちにその場所を原状に復して管理者に返還しなければならない。

　　３　墓所使用契約を解除された後１年以内に墓所使用権者であった者が前項の措置を行わなかった場合には管理者は当該墓所に関する改葬の手続をすることができる。

　　４　前項の期間の経過によって墳墓の所有権は管理者に移転する。但し旧使用権者の請求があるときは、管理者は現に利益の存する限度において墓石等を返還しなければならない。

（墓所の返還）

第１３条　墓所の全部又は一部が不要になったときは、墓所使用権者は直ちに管理者に届け出をなし、当該墓地を原状に復して返還することができる。但し管理者の承認を受けたときは現状のまま返還することができる。

（管理料の還付）

第14条 既納の管理料は返還しない。

（補償及び補修）

第１５条　墓所使用権者がその責に帰すべき事由により隣接地及び墓地の施設に損害を与えた場合には、墓所使用権者はその負担により補償または補修をしなければならない。

　　２　天変地異その他墓地管理者の責に帰すべからざる事由によって墳墓に損害を受けた場合には、その補償に要する費用は、管理者はこれを負担しない。

（管理権に基づく措置）

第１５条　管理者が墓所につき公用収用の必要のため、または土地の整備その他の必要のため、墓所使用権者に対して改葬を求めたときは、墓所使用権者はこれを拒んではならない。

　　２　前項の場合には管理者が代替地及び改葬に伴う費用を補償する。

附　則

　　本規定は平成　　年　　月　　日より施行する。

